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Ⅰ．わが国企業の事業再構築
１．事業再構築の契機

当該企業が近年実施した事業再構築の中で，最

も影響が大きいと思われるものを想定して，事業

再構築を行う契機となった要因を調査した。それ

らの要因には，競争状況や金利，法的環境などの

企業環境の変化に関する要因，あるいは業績の低
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要 約
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下や停滞などの企業経営上の要因が考えられる。

そこで，事業再構築の契機となった要因について，

企業を取り巻く環境要因，経営の主体的要因に２

分して調査した（表１)。具体的には， 為替の大

幅な変動」， 金利負担の増加」， 偶発的な災害」，

グローバル競争の激化」， 消費動向の変化」，

同業者の乱立」， 他業種からの進出の増加」，

代替製品の出現」， 法的規制の強化」などの企

業外要因， 業績の赤字」， 労使の対立」， 運転

資金の欠乏」， 長期にわたる事業の低迷」， 経営

者の交代」， 事業上の失敗」， 過大な設備投資」

などの企業内要因に分けて質問した。

その結果，複数回答ではあるが，最も多かった

ものは「グローバル競争の激化」で，53社

（65.4％）が事業再構築の契機となった要因とし

てとりあげている。また，25社（30.9％）が「業

績の赤字」，22社（27.2％）が「長期にわたる事

業の低迷」などの企業内部要因をあげている。そ

の他， 消費動向の変化」(15社，18.5％)， 同業

者の乱立」(11社，13.6％)， 経営者の交代」(９

社，11.1％）が比較的多い要因である。これらの

項目の中で最も重要な要因を１つ選択してもらっ

ても，複数回答と同様に， グローバル競争の激

化」が最も重要な要因であり，次に， 長期にわ

たる事業の低迷」， 業績の赤字」をあげる企業が

多かった。

このことから，事業再構築はグローバル競争の

激化や消費動向の変化によって，長期にわたって

業績が低迷傾向に陥る，あるいは赤字に転落する

ことが契機となって事業構造を見直すことにつな

がったと解釈できよう。

２．事業再構築の内容

では，どのような事業再構築を実施したのかに

ついて，事業面，人事面，設備面，経営機能面，

企業全体の側面に分けて，詳細に内容を調査した。

事業面での事業再構築は， 新製品・新分野の開

拓」， 既存事業の集約・統合」， 不採算事業から

の撤退」などから構成され，事業そのものがどの

程度組み替えられたのかを調査した。人事面での

再構築は， 経営陣の交代」， 仕事のプロセスの

改善」， 有能な人材の中途採用」， 人員整理」，

成果主義の導入」， パート雇用の切り替え」に

分類して，どの程度実施したかを調査した。設備

面では「不動産・設備の売却・事業の閉鎖」， 海

外への工場移転」， 省力化・自動化設備の新規導

入」， 海外拠点の集約・統合」がどの程度実施さ

れたのか，また，経営機能面では， 海外からの

原料・部品調達の拡大」， 仕入先の選別・在庫管

理の合理化」， 新しい顧客（取引先，仕入先な

ど）の開拓」を，それぞれどの程度実施したかに

ついて質問した。そして，経営全体からみて，

経営方針」， 経営理念」， 事業ポートフォリオ」，

グループ経営体制」， 組織構造」， 統治構造」，

財務構造」がどの程度変革されたのかを調査し

た。

(１) 事業面

事業面では「新製品・新分野の開拓」を「かな

り実施した」企業と「大幅に実施した」企業を合

計すると55.6％になり， 既存事業の集約・統合」

を「かなり」 大幅に」実施した企業も54.3％と

過半数を超えている（表２)。しかし， 不採算事
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表１ 事業再構築のきっかけ

頻度 割合

（複数回答)

最重要項目

頻度 割合

為替の大幅な変動 4(4.9％) 0(0.0％)

業績の赤字

労使の対立

運転資金の欠乏

金利負担の増加

長期にわたる事業の低迷

経営者の交代

偶発的な災害

事業上の失敗

グローバル競争の激化

消費動向の変化

同業者の乱立

他業種からの進出の増加

代替製品の出現

法的規制の強化

過大な設備投資

合計

不明

総合計

25(30.9%)

3(3.7%)

1(1.2%)

2(2.5％)

22(27.2％)

9(11.1％)

1(1.2％)

3(3.7％)

53(65.4％)

15(18.5％)

11(13.6％)

4(4.9％)

7(8.6％)

1(1.2％)

5(6.2％)

81

1

82

8(17.0％)

0(0.0％)

0(0.0％)

0(0.0％)

10(21.3％)

2(4.3％)

0(0.0％)

0(0.0％)

19(40.4％)

5(10.6％)

2(4.3％)

0(0.0％)

0(0.0％)

0(0.0％)

1(2.1％)

47

35

82
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業からの撤退」や「事業そのものの転換」まで実

施した企業は少なく，不採算事業からの撤退を

「少し実施した」企業は37.5％， 事業そのものの

転換」を実施した企業は20％以下であった。しか

し，不採算事業からの撤退を「大幅に実施した」

企業が13.8％もあることから，大規模に実施した

企業とまったく実施しなかった企業に二分される

ことが理解できた。事業再構築は，既存事業の集

約・統合を図ると同時に，新規事業への進出を計

画し，また，不採算事業からの撤退も行われるこ

とから，並行して実施しているものと思われる。

このことは，事業面での再構築の実施度合いを平

均値で見ると，最も高いのは「新製品・新分野の

開拓」(平均値2.6）で，次に高いのは「既存事業

の集約・統合」(平均値2.5）であったことからも

うなずける。

(２) 人事面

事業再構築を人事面について，(１）経営陣の

交代，(２）仕事のプロセスの改善，(３）有能な

人材の中途採用，(４）人員整理，(５）成果主義

の導入，(６）パート雇用の切り替えに分類して，

どの程度実施したかを４点尺度で調査した（表

３)。その結果， かなり実施した」と「大幅に実

施した」の比率を合わせてみると， 経営陣の交

代」(27.6％)， 有 能 な 人 材 の 中 途 採 用」

(38.2％)， 人員整理」(28.8%)， パート雇用の

切り替え」(23.8％）の項目はそれほど比率が高

くないことがわかる。反面， 仕事のプロセスの

改善」(53.8%)， 成果主義の導入」(51.3%）の

比率が高いことがわかる。これは，日本企業が事

業再構築を行なう際，アメリカ企業のように経営

陣の交代や人員整理から始めることとは異なり，

効率を重視する日本の事業再編手法が反映されて

いることと思われる。

人事面の実施度の平均値を見ると， 仕事のプ

ロセスの改善」と「成果主義の導入」がそれぞれ

平均値2.8，2.7で比較的高く，その次に， 経営

陣の交代」が平均値2.3で続いていた。 有能な人

材の中途採用」， 人員整理」， パート雇用への切

り替え」の平均値は2.1であった。

(３) 設備面

設備面では「省力化・自動化設備の新規導入」

を全く実施しなかった企業は10社（12.5%）しか

なく， 不動産・設備の売却・事業の閉鎖」， 海外

への工場移転」， 海外拠点の集約・統合」と比べ

ても多くの企業が実施しており，比較的取り組み

やすい方法であることがわかる（表４)。 かなり

実施した」と「大幅に実施した」企業を合計する

と， 不動産・設備の売却・事業の閉鎖」は30社

（37.1％)， 海外への工場移転」は29社（36.3％）

で，同じような傾向がみられた。 海外拠点の集

約・統合」を大きく実施した企業は17社（21.0％）

で，実施しなかった企業は35社（43.2％）であっ

た。事業再構築では，省力化・自動化設備の新規

導入を行ってコストを削減し，不動産・設備の売

却・事業の閉鎖や工場の海外移転などの方策は，

実施した企業と実施しなかった企業とで対応が大

きく分かれている。 海外への工場移転」は，

表２ 事業面の再構築

全く実施

しなかった

少し

実施した

かなり

実施した

大幅に

実施した
合計 平均値 不明 総合計

新製品・新分野の

開拓

7

(8.5%)

29

(35.8%)

34

(42.0%)

11

(13.6%)

81

(100％)
2.6 1 82

既存事業の集約・

統合

10

(12.3%)

27

(33.3%)

37

(45.7%)

7

(8.6%)

81

(100％)
2.5 1 82

不採算事業からの

撤退

21

(26.3%)

30

(37.5%)

18

(22.5%)

11

(13.8%)

80

(100％)
2.2 2 82

事業そのものの転換
64

(81.0%)

7

(8.9%)

7

(8.9%)

1

(1.3%)

79

(100％)
1.3 3 82

＊ 全く実施しなかった」を１， 少し実施した」を２， かなり実施した」を３， 大幅に実施した」を４として

算出。
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まったく実施しなかった企業，少し実施した企業，

大きく実施した企業（かなり実施した企業と大幅

に実施した企業との合計）に３分類しなおすと，

それぞれ30％前後の値となっている。実施度の平

均値で見ると，もっとも高いのは「省力化・自動

化設備の新規導入」(平均値2.4）であった。 海

外拠点の集約・統合」(平均値1.8）でもっとも低

い値になっている。

(４) 機能面

機能面からみると， 海外からの原料・部品調達

の拡大」は， 少し実施した」が42社（52.5%)，

かなり実施した」が24社（30.0%）と，海外か

らの調達は拡大傾向にある（表５)。次に， 海外

からの原料・部品調達の拡大」は， 少し実施し

た」が30社（37.5%)， かなり実施した」が37社

（46.3％）であり， 新しい顧客（取引先，仕入先

な ど）の 開 拓」が「少 し 実 施 し た」42社

（52.5%)， かなり実施した」が32社（40.0%）

であった。この結果から，既存の調達先を見直し

て新たな顧客を開拓し，原料・部品のグローバル

調達が進むという，機能面においての再構築が行

われていることが明らかとなった。また，項目ご

＊ 全く実施しなかった」を１， 少し実施した」を２， かなり実施した」を３， 大幅に実施した」を４として

算出。

8222.1
80

(100%)

8

(10.0%)

15

(18.8%)

20

(25.0%)

37

(46.3%)
人員整理

8212.1
81

(100%)

1

(1.2%)

30

(37.0%)

37

(45.7%)

13

(16.0%)

有能な人材の中途採

用

8222.8
80

(100%)

8

(10.0%)

35

(43.8%)

32

(40.0%)

5

(6.3%)

仕事のプロセスの

改善

8222.3
80

(100%)

7

(8.8%)

15

(18.8%)

33

(41.3%)

25

(31.3%)
経営陣の交代

総合計不明平均値合計
大幅に

実施した

かなり

実施した

少し

実施した

全く実施

しなかった

表３ 人事面での事業再構築

成果主義の導入
10

(12.5%)

29

(36.3%)

29

(36.3%)

12

(15.0%)

80

(100%)
2.7 2 82

パート雇用への切り

替え

20

(25.0%)

41

(51.3%)

17

(21.3%)

2

(2.5%)

80

(100%)
2.1 2 82

表４ 設備面での事業再構築

全く実施

しなかった

少し

実施した

かなり

実施した

大幅に

実施した
合計 平均値 不明 総合計

不動産・設備の

売却・事業の閉鎖

23

(28.4%)

28

(34.6%)

19

(23.5%)

11

(13.6%)

81

(100％)
2.2 1 82

海外への工場移転
27

(33.8%)

24

(30.0%)

19

(23.8%)

10

(12.5%)

80

(100％)
2.2 2 82

省力化・自動化設備

の新規導入

10

(12.5%)

31

(38.8%)

33

(41.3%)

6

(7.5%)

80

(100％)
2.4 2 82

海外拠点の集約・

統合

35

(43.2%)

29

(35.8%)

12

(14.8%)

5

(6.2%)

81

(100％)
1.8 1 82

＊ 全く実施しなかった」を１， 少し実施した」を２， かなり実施した」を３， 大幅に実施した」を４として

算出。
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との「全く実施しなかった」から「大幅に実施し

た」までの４段階の平均値は， 海外からの原

料・部品調達の拡大」(平均値2.3)， 仕入先の選

別・在庫管理の合理化」(平均値2.6)， 新しい顧

客（取引先，仕入先など）の開拓」(平均値2.5）

であり，機能面においても事業再構築が実施され

たものの，大幅な事業再構築は見られなかったと

思われる。

(５) 企業全体の面

企業全体での動向をみると，大幅に変革した項

目で最も割合の多かったのは「組織構造」

(15.0％）で，次が「グループ経営体制」であっ

た（表６)。かなり変革したという回答で多かっ

たのは「企業統治構造」(42.3％）と「財務構造」

(37.5%）であった。逆に，まったく変革しな

かったという回答が多かったのは「経営理念」

(48.8％）で， 経営方針」(20.0％）が次に続い

ている。また， かなり変革した」と「大幅に変

革した」と回答した企業を合計すると，経営方針

は33社（41.3％)，経営理念が14社（17.5％)，事

業ポートフォリオが27社（33.8％)，グループ経

営 体 制 が38社（47.5％)，組 織 構 造 が41社

8222.5
80

(100%)

4

(5.0%)

32

(40.0%)

42

(52.5%)

2

(2.5%)

新しい顧客(取引先，

仕入先など)の開拓

8222.6
80

(100%)

8

(10.0％)

37

(46.3％)

30

(37.5%)

5

(6.3%)

仕入先の選別・在庫

管理の合理化

8222.3
80

(100%)

4

(5.0%)

24

(30.0%)

42

(52.5%)

10

(12.5%)

海外からの原料・

部品調達の拡大

総合計不明平均値合計
大幅に

実施した

かなり

実施した

少し

実施した

全く実施

しなかった

表５ 機能面での事業再構築

＊ 全く実施しなかった」を１， 少し実施した」を２， かなり実施した」を３， 大幅に実施した」を４として

算出。

8242.4
78

(100％)

2

(2.6%)

33

(42.3%)

35

(44.9%)

8

(10.3%)
企業統治構造

8222.6
80

(100％)

12

(15.0%)

29

(36.3%)

35

(43.8%)

4

(5.0%)
組織構造

表６ 企業全体からの事業再構築

全く変革

しなかった

少し

変革した

かなり

変革した

大幅に

変革した
合計 平均値 不明 総合計

経営方針
16

(20.0%)

31

(38.8%)

27

(33.8%)

6

(7.5%)

81

(100％)
2.3 2 82

経営理念
39

(48.8%)

27

(33.8%)

10

(12.5%)

4

(5.0%)

81

(100％)
1.7 2 82

事業ポートフォリオ
12

(15.0%)

41

(51.3%)

23

(28.8%)

4

(5.0%)

81

(100％)
2.2 2 82

グループ経営体制
8

(10.0%)

34

(42.5%)

28

(35.0%)

10

(12.5%)

80

(100％)
2.5 2 82

＊ 全く変革しなかった」を１， 少し変革した」を２， かなり変革した」を３， 大幅に変革した」を４として

算出。

財務構造
12

(15.0%)

30

(37.5%)

30

(37.5%)

8

(10.0%)

80

(100％)
2.4 2 82
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（51.3％)，企業統治構造が35社（44.9％)，財務

構造が38社（47.5％）となり，組織構造，財務構

造，グループ経営体制，経営方針の変革が多いこ

とがわかる。また，平均値でみると，組織構造

（平均値2.6)，グループ経営体制（平均値2.5）が

高い値を示していた。このことから，わが国上場

企業は，事業再構築として，これらを変革する行

動をとる傾向が強いといえる。

３．新規事業開発

(１) 既存事業分野との関連性

事業再構築の一環として，新規事業開発を実施

した企業に，新規事業の事業分野が既存事業とど

のように関連しているかを調査した（表７)。技

術的な側面と市場的な側面からみて， 既存事業

と事業分野が同一」である企業， 既存事業と技

術的に関連を持っている」企業，既存事業と「市

場的に関連している」企業， 技術的にも市場的

にも関連がない」まったく新しい事業分野の企業

に分類して調査した。新規事業開発を実施してい

ない企業（15社）と不明（２社）を除いた65社に

ついて割合を算出したところ， 技術的に関連し

た」新しい分野と答えた企業が39社（60.0％）を

占めて最も多かった。 市場関連の新しい分野」

と答えた企業は９社（13.8％）にとどまり， 既

存事業とまったく同じ」と答えた15社（23.1％）

よりも少なかった。また， 市場的にも技術的に

も関連性のない」異なった分野に進出する企業は

２社（3.1％）にしか過ぎなかった。このことか

ら，自社の技術を生かせる事業分野を模索しなが

ら新規事業に進出しようとしている企業が多いこ

とがわかる。

(２) 新規事業開発方法の好ましさ

また，新規事業分野への進出には，提携，自社

開発，技術導入，合併・買収，合弁，資本参加な

どの種々の方法がある。これらの方法からどれを

選択するかは，当該企業の強みを如何に生かすか

に依存している。そこで，これらの進出方法が，

どの程度当該企業にとって好ましいものであるか

を調査した（表８)。

その結果， 大変好ましい」と答えている企業

が自社開発で53.0％，次が技術導入の18.2％で

あったこと，逆に，合弁や資本参加は「まったく

好ましくない」と答えている企業が，それぞれ

9.2％を占めていた。好ましさの程度を平均値で

みても， 自社開発」(平均値3.5）がもっとも高

く， 技術導入」(平均値3.0）が次に高いことか

らも理解できる。

また，表９は最も重視する新規事業開発方法を

選択して表にまとめたものである。 自社開発に

よって新規事業開発を行う」と答えた企業が

81.5％を占めて，圧倒的に重視されていることが

わかる。

４．既存事業の集約・統合

既存事業の集約・統合を実施した企業に，自社

の他事業との併合，他企業への売却，別会社化，

事業の大幅な縮小などの方法で最も重視したもの

を１つ選んでもらった（表10)。その結果， 自社

の他事業との併合」を選択した企業が20社

（38.5％）で最も多く， 別会社化」して分離する

企業が16社（30.8％）と次に多かった。 事業の

縮小」や「他企業への売却」を挙げる企業は，そ

れぞれ11社（21.2％)，５社（9.6％）と少なかっ

た。

５．不採算事業からの撤退

(１) 撤退理由

事業からの撤退も事業再構築の重要な手法であ

る。わが国では実施しづらい戦略であると考えら

れているが，事業撤退を実施した企業に撤退の理

由を聞いたところ，最も多かったのは18社

（34.6％）の「需要の減少」であった（表11)。そ

表７ 新規事業分野と既存事業分野との関連性

頻度(割合)

既存事業と全く同じ分野 15(23.1%)

技術的に関連した新しい分野 39(60.0%)

市場が関連した新しい分野 9(13.8%)

技術的にも市場的にも全く異なる

分野
2(3.1%)

合計 65(100％)

該当なし 15

不明 2

総合計 82
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の他， 競争の激化」をあげる企業が15社

（28.8％)， 事業運営のコストの増加」をあげる

企業が12社（23.1％）であった。 ドメインの再

構築」などの理由をあげる企業は６社（11.5％）

でわずかであった。

(２) 撤退基準や撤退ルール

事業から撤退するためには，撤退の基準やルー

ルを明確にしておくことが望ましいのはいうまで

もない。わが国企業は明確な基準やルールを持っ

ていない企業が多いが，調査でも「特に決められ

ていない」と回答した企業が42社（64.6％）と過

表８ 新規事業開発方法の好ましさ

1

全く好ま

しくない

2 3 ４

大変

好ましい

合計 平均値
該当

なし
不明 総合計

提携
1

(1.5%)

18

(27.3%)

39

(59.1%)

8

(12.1%)

66

(100%)
2.8 15 1 82

自社開発
0

(0.0%)

0

(0.0%)

31

(47.0%)

35

(53.0%)

66

(100%)
3.5 15 1 82

技術導入
1

(1.5%)

13

(19.7%)

40

(60.6%)

12

(18.2%)

66

(100%)
3.0 15 1 82

合併・買収
3

(4.6%)

24

(36.9%)

29

(44.6%)

9

(13.8%)

65

(100%)
2.7 15 2 82

合弁
6

(9.2%)

31

(47.7%)

24

(36.9%)

4

(6.2%)

65

(100%)
2.4 15 2 82

資本参加
6

(9.2%)

26

(40.0%)

27

(41.5%)

6

(9.2%)

65

(100%)
2.5 15 2 82

＊ 全く好ましくない」から「大変好ましい」を１から４の４段階に分類して算出。

表９ 最も重視する新規事業開発方法

最も重視(頻度) 割合

提携 3 4.6％

自社開発 53 81.5%

技術導入 3 4.6%

合併・買収 5 7.7%

合弁 1 1.5%

資本参加 0 0.0%

合計 65 100%

該当なし 15

不明 2

合計 82

3不明

27該当なし

100%52合計

21.2%11事業の大幅な縮小

30.8%16別会社化

9.6%5他企業への売却

38.5%20自社の他事業との併合

割合最も重視(頻度)

表10 既存事業の集約・統合

総合計 82

27該当なし

100％52合計

11.5％6ドメインの再構築

1.9％1事業そのものの使命の終了

23.1％12事業運営のコストの増加

34.6％18事業そのものの需要の減少

28.8％15競争の激化

割合
最も大きい

理由(頻度)

表11 撤退理由

不明 3

総合計 82
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半数を占めていた（表12)。しかし，何らかの基

準を決めている企業は「利益をもとにした基準」

が19社（29.2％）で最も多いことがわかる。

６．事業領域・経営管理の変化

(１) 事業領域

事業再構築を実施した結果として，事業領域が

どのように変化したかを調査した（表13)。事業

領域は製品種類，顧客層，技術の３軸で分類され

るが，それぞれの軸の変化を聞いたところ，変化

しないのは３ポイントであることから，平均値が

３以上であれば拡大傾向にあり，３未満であれば

縮小傾向にある。それぞれの平均値は3.1，3.3，

3.4であったことから，いずれも事業再構築の結

果として，拡大傾向にあることがわかる。しかし，

技術の幅を拡大させた企業が平均値3.4で最も高

く，顧客層が平均値3.3で次に高い。これは，新

規事業開発の方向が，技術関連の事業分野を志向

していたことと符合し，技術関連に事業領域を拡

大する傾向があるといえる。

(２) 経営管理の状況

事業再構築を実施した後，経営管理の状況がど

のように変わったかについて， 顧客重視の経営」，

データや事実重視の経営管理」， 柔軟でスピー

ディな経営」， 異なった部門間の情報交流や協

力」， 自由裁量による業務遂行」， 新たな価値を

持った製品の開発」， 専門家の育成」， 社員の新

しいことへの挑戦」， 社員の能力開発や学習」，

成果による業績評価」の10項目を調査した（表

14)。全ての項目において， 変わらなかった」と

回答した比率は20％以下で低く，ほとんどの企業

が経営管理の改革に乗り出していることが窺える。

その中でも，非常に重視するようになったという

比率が高い項目は， 顧客重視の経営」(25.3%)，

柔軟でスピーディな運営」(26.6%)， 新たな価

値を持った製品の開発」(21.5%)， 成果による

業績評価」(23.1％）である。反面，非常に重視

するようになったという比率が低い項目は， 異

なった部門間の情報交流や協力」(7.6%)， 自由

裁量による業務遂行」(2.5%)， 専門家の育成」

(5.1%）である。これは，企業内部より企業外部

（特に顧客）へのマネジメントを重視するように

なったことを表わしている。競争環境の変化が激

しい現在，経営管理の改革の焦点は顧客のニーズ

を適切にキャッチし，いかにして付加価値の高い

製品やサービスを提供していくか，また柔軟かつ

スピーディに組織を運営し，顧客への適応体制を

整えることが重要であるかが示唆される。

表12 撤退基準・ルール

頻度 割合

特に決められていない 42 64.6%

利益をもとにした基準 19 29.2%

売上高をもとにした基準 1 1.5%

前年比をもとにした基準 0 0.0%

EVA等の経済付加価値を

もとにした基準
3 4.6%

合計 65 100%

該当なし 15

不明 2

総合計 82

＊ 大幅に縮小」から「大幅に拡大」を１から５の５段階に分類して算出。

8233.479
3

(3.8%)

33

(41.8％)

37

(15.0%)

6

(7.6%)

0

(0.0%)
技術(幅)

8233.379
3

(3.8%)

27

(34.2％)

36

(12.5%)

13

(16.5%)

0

(0.0%)
顧客層

8233.179
1

(1.3%)

25

(31.6％)

30

(5.0%)

23

(29.1%)

0

(0.0%)
製品種類

総合計無回答平均値合計

5

大幅に

拡大

43

変わら

ない

21

大幅に

縮小

表13 事業領域の変化
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事業再構築後の経営管理の変化について平均値

を見ると， 柔軟でスピーディな運営」が3.0で重

視する傾向がみられる。 データや事実重視の経

営管理」， 柔軟でスピーディな運営」， 新たな価

値を持った製品の開発」及び「成果による業績評

価」への重視は平均値2.8で続いていた。その後

「社員の新しいことへの挑戦」， 社員の能力開発

や学習」(平均値2.7)， 異なった部門間の情報交

流や協力」， 専門家の育成」(平均値2.6）及び

「自由裁量による業務遂行」(平均値2.3）が続い

ており，いずれの項目についても事業再構築に

よって変化があったことを表わしている。

(３) 社員からの抵抗

事業再構築の際，社員からの抵抗の程度を聞い

たところ， 大いに抵抗があった」は1.3％で非常

に少なかった（表15)。これは，日本企業の事業

再構築の特徴で表わされたように，ドラスチック

な「人員整理」や「経営陣の交代」があまり行な

われないことと関連があることが推測される。社

員からの抵抗の平均値を見ると2.5で比較的低

かった。

７．購買機能の変化

(１) 事業再構築前後の取引先の選定基準とし

て重視する要因

取引先の選定基準として重視する要因を，事業

再構築前と事業再構築後のそれぞれについて調査

し，最も重視する選定基準，次に重視する選定基

準を「品質」・ 価格」・ 安定供給力」・ 価格」の

項目から選んでもらった（表16)。事業再構築前

後で比較すると， 品質」は，再構築前が33社

（42.9%)，再構築後が44社（57.１%）と，より

多くの企業が「品質」を最重視している。一方，

再構築後はコスト削減の要請から， 価格」を選

＊ 変わらなかった」から「非常に重視するようになった」を１から４の４段階に分類して算出。

表14 事業再構築と経営管理の状況

１

変わらな

かった

２ ３ ４

非常に重視する

ようになった

合計 平均値 不明 総合計

顧客重視の経営
9

(11.4%)

15

(18.9%)

35

(44.3%)

20

(25.3%)

79

(100%)
2.8 3 82

データや事実重視

の経営管理

10

(12.8%)

15

(19.2%)

39

(50.0%)

14

(17.9%)

78

(100%)
2.8 4 82

柔軟でスピーディ

な運営

5

(6.3%)

12

(15.2%)

41

(51.9%)

21

(26.6%)

79

(100%)
3 3 82

8232.8
79

(100%)

17

(21.5%)

35

(44.3%)

22

(27.8%)

5

(6.3%)

新たな価値を持っ

た製品の開発

8232.3
79

(100%)

2

(2.5%)

22

(27.8%)

41

(51.9%)

14

(17.7%)

自由裁量による

業務遂行

8232.6
79

(100%)

6

(7.6%)

44

(55.7%)

19

(24.1%)

10

(12.6%)

異なった部門間の

情報交流や協力

専門家の育成
9

(11.5%)

31

(39.7%)

34

(43.6%)

4

(5.1%)

78

(100%)
2.6 4 82

社員の新しいこと

への挑戦

7

(8.9%)

29

(36.7%)

33

(41.8%)

10

(12.6%)

79

(100%)
2.7 3 82

社員の能力開発や

学習

8

(10.1%)

30

(38.0%)

33

(41.8%)

8

(10.1%)

79

(100%)
2.7 3 82

82４2.8
78

(100%)

18

(23.1%)

34

(43.6%)

21

(26.9%)

5

(6.4%)

成果による業績

評価
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定基準として最重視する企業が増加するであろう

と予測していたのに反して，再構築前後ともに

「品質」の次に重視される項目であった。このこ

とから，日本企業は取引先選定の際には， 価格」

よりも「品質」の高い相手先と取引する傾向にあ

ると思われる。 安定供給力」は，事業再構築前

後ではほとんど変わらない。また，事業再構築前

は「従来の取引関係」の項目を最重視する企業は

14社（18.2%）と， 品質」， 価格」の次に重視

されていたが，事業再構築後は，最重視する企業

が２社（2.6%）であり，従来の取引関係は取引

先の選定基準として，重要な要因ではなくなる傾

向が見られる。

(２) 購買機能の変化

事業再構築に伴う購買機能の変化について，

本社での資材及び標準部材の集中購買」， 集中

購買によるコストダウンの効果」， 技術者による

購買の意思決定」， グローバル調達」， 国内取引

サプライヤーの総数」， 国内新規取引サプライ

ヤーの数」， 電子調達取引」の各項目が，縮小傾

向にあるか拡大傾向にあるかを質問した（表17)。

本社での資材及び標準部材の集中購買」は「変

わらない」が47社（59.5%)， 集中購買によるコ

ストダウンの効果」は， やや拡大」している企

業が42社（53.2%）であり，継続的に集中購買を

行うことでコストダウンを達成したと考えられる。

技術者による購買の意思決定」は「変わらない」

が，59社（74.7%）と高い割合を示しており，依

然として部材調達は技術者の権限が大きいと思わ

れる。 グローバル調達」は， やや拡大」してい

る企業が42社（53.2%）と拡大傾向にある一方で，

国内取引サプライヤーの総数」は「やや縮小」

している企業が26社（32.9%）で，縮小傾向にあ

ることが分かる。また， 国内新規取引サプライ

ヤーの数」は21社（27.2％）と「やや拡大傾向」

にあり，従来の取引関係よりも新たな取引先を開

拓する傾向にある。さらに電子調達取引も，19社

（24.4%）と，わずかながらに拡大傾向にある。

また，平均値から見ると， 集中購買によるコス

トダウンの効果」(平均値3.6)， グローバル調

達」(平均値3.7）は他の項目に比べて平均値が高

くやや拡大傾向にあるのに対し， 国内取引サプ

ライヤーの総数」(平均値2.8）は平均値が比較的

低く，やや縮小傾向にある。

表15 社員からの抵抗

１

全く抵抗が

なかった

2 ３

どちらとも

言えない

4 ５

大いに抵抗

があった

合計 平均値 不明 総合計

9

(11.4%)

26

(32.9%)

30

(37.9%)

13

(16.4%)

1

(1.3%)

79

(100%)
2.5 3 82

＊ 全く抵抗がなかった」から「大いに抵抗があった」を１から５の５段階に分類して算出。

表16 事業再構築前後の取引先の選定基準として重視する要因

事業再構築前 事業再構築後
合計 不明 総合計

最重視 次重視 最重視 次重視

品質
33

(42.9％)

19

(24.7%)

44

(57.1%)

19

(24.7％)

77

(100%)
5 82

価格
23

(29.9％)

33

(42.9％)

25

(32.5%)

37

(48.1％)

77

(100%)
5 82

安定供給力
7

(9.1％)

17

(22.1%)

6

(7.8％)

16

(20.8％)

77

(100%)
5 82

従来からの取引関係
14

(18.2%)

8

(10.4％)

2

(2.6%)

5

(6.5％)

77

(100%)
5 82
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８．事業再構築の成功度合

事業再構築がどの程度成功していると考えるか

を調査したところ，43社（54.4％）が４の「大き

な成果が得られている」と回答している（表18)。

成果が得られていると答えた企業（４と５を合

計）をみると63.3％になり，成果が得られていな

いと答えた企業（１と２を合計）は11.4％である

ことから，圧倒的に成果が得られていると考えて

いる企業が多いことがわかる。このことは，成功

度の平均値が3.6であることからも理解できる。

Ⅱ 中国での事業展開について

中国での事業展開によって，生産機能，研究開

発機能，購買機能などの経営機能ごとに，日本と

中国の役割分担の変化について調査した。以下の

集計結果は，中国に展開している事業の中で，最

も生産規模の大きいものを１つ取り上げて（以下，

対象事業と呼ぶ）回答してもらったものである。

表17 購買機能の変化

大幅に

縮小
やや縮小

変わら

ない
やや拡大

大幅に

拡大
合計 平均値 不明 総合計

本社での資材

及び標準部材

の集中購買

0

(0.0%)

4

(5.1%)

47

(59.5%)

23

(29.1%)

5

(6.3%)

79

(100%)
3.4 3 82

集中購買によ

るコストダウ

ンの効果

0

(0.0%)

0

(0.0%)

35

(44.3%)

42

(53.2%)

2

(2.5%)

79

(100%)
3.6 3 82

技術者による購

買の意思決定

2

(2.5%)

4

(5.1%)

59

(74.7%)

14

(17.7%)

0

(0.0%)

79

(100%)
3.1 3 82

グローバル調

達

1

(1.7%)

2

(2.5%)

26

(32.9%)

42

(53.2%)

8

(10.1%)

79

(100%)
3.7 3 82

国内取引サプラ

イヤーの総数

1

(1.3%)

26

(33.3%)

39

(50.0%)

12

(15.4％)

0

(0.0%)

78

(100%)
2.8 4 82

国内新規取引サ

プライヤーの数

1

(1.3%)

11

(14.3%)

42

(54.5%)

21

(27.2％)

1

(1.3%)

77

(100%)
3.1 5 82

電子調達取引
1

(1.3%)

2

(2.6%)

55

(70.5%)

19

(24.4%)

1

(1.3%)

78

(100%)
3.2 4 82

＊1 変わらない」とは，縮小でもなく拡大でもない取引傾向を示す。

＊2 大幅に縮小」を１， やや縮小」を２， 変わらない」を３， やや拡大」を４， 大幅に拡大」を５として

算出。

表18 事業再構築の成功度

1

まったく成果が

得られていない

2 3 4 5

非常に大きな成果

が得られている

合計 平均値 無回答 総合計

0

(0.0%)

9

(11.4%)

20

(25.3%)

43

(54.4%)

7

(8.9%)
79 3.6 3 82

＊ まったく成果が得られていない」から「非常に大きな成果が得られている」を１から５の５段階に分類して算

出。
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１）事業規模

回答企業における対象事業の規模について調査

した（表19)。2004年度の売上高が1000億円未満

の企業は５割以上を占めている。

２）中国現地生産法人と販売法人の主たる出資者

対象事業の中国現地生産法人・販売法人の中で，

グループ本社が主に出資している現地法人，グ

ループの子会社が主に出資している現地法人，グ

ループの関係会社が主に出資している現地法人，

中国における統括会社が主に出資している現地法

人の数について質問した（表20)。全ての中国現

地生産法人がグループ本社によって出資されてい

る企業は76.2％であった。中国現地販売法人の全

てがグループ本社によって出資されている割合は

85.7%にのぼっていた。

１．中国に進出した時期

対象事業が中国に進出した年について調査した

（表21)。78社の回答企業の内，進出してから今日

まで10年以上経つという回答が44.9%で，最も多

かった。進出してから５年以上10年未満が経つと

いう回答が15.4%，３年以上５年未満が経つとい

う回答が14.1%，３年未満が25.6%であった。こ

れらの進出が，競合外資系企業（日系企業を含

む）の進出時期と比べて「早い」と回答したのが

30.8%で， ほぼ同じ時期」と回答したのが

34.6%で， 遅い」と回答したのが34.6%であっ

た（表22)。

２．中国事業の役割

(１) 現在の重要性

対象事業の全体から見た中国に進出している現

地法人が果たしている役割について調査した（表

23)。 生産拠点としての役割」， 市場拠点として

の役割」， 原材料・部品調達拠点としての役割」，

研究開発拠点としての役割」， グローバル戦略

の一極としての役割」と５つの役割に分類して，

中国現地法人の重要性について質問した。まず，

生産拠点としての役割」の重要性に関しては，

極めて高い」と回答した企業は35.5%で， 高

い」と回答した企業が40.8%となった。両者を合

わせると76.3%になり，中国現地法人が果たして

いる生産拠点としての役割が重要であることが分

かる。

次に， 市場拠点としての役割」の重要性に関

しては， 極めて高い」と「高い」と回答した企

業はそれぞれ28.9%と31.6%であった。両者を合

わせると60.5%になり，中国現地法人が果たして

いる市場拠点としての役割は重要であることが分

表19 対象事業の売上高（2004年度)

日本 グループ全体

1000億円未満 37(55.2%) 31(55.4%)

1000億円以上

2000億円未満
12(17.9%) 7(12.5%)

2000億円以上

3000億円未満
5(7.5%) 5(8.9%)

3000億円以上

5000億円未満
7(10.4%) 5(8.9%)

5000億円以上

10000億円未満
3(4.5%) 5(8.9%)

10000億円以上 3(4.5%) 3(5.4%)

合計 67(100%) 56(100%)

不明 15 26

総合計 82 82

8282総合計

4613不明

86現地法人が０

28(100%)63(100%)合計

1(3.6%)7(11.1%)
現地法人の半分まで

（０を除く)

3(10.7%)5(7.9%)
現地法人の半分以上

３分の２まで

0(0.0%)3(4.8%)
現地法人の３分の２

以上全部まで

24(85.7%)48(76.2%)現地法人の全部

中国現地

販売法人

中国現地

生産法人

表20 中国現地法人の総数の内，グループ本社が

主たる出資者である割合
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かる。第３に， 原材料・部品調達拠点としての役

割」の重要性に関しては， 極めて高い」(5.3%）

と「高い」(27.6%）の回答を合わせると32.9%

となる。約３分の１の会社にとっては，中国現地

法人が果たしている原材料・部品調達拠点として

の役割は重要であるといえる。第４に， 研究開

発拠点としての役割」の重要性に関しては， 極

めて高い」と「高い」の回答はそれぞれ1.3%，

2.6%であったのに対して， 低い」と「極めて低

い」の回答はそれぞれ32.9%と48.7%となった。

多くの企業にとっては，中国現地法人の研究開発

拠点としての役割は重要とは言えないのが現状で

ある。第５に， グローバル戦略の一極としての

役割」の重要性に関しては， 極めて高い」

(28%）と「高い」(49.3%）の回答を合わせると，

77.3%となる。４分の３以上の回答企業にとって

は，中国現地法人がグローバル戦略の一極として

果たしている役割は重要であることがいえる。

各役割の平均値を見ると， 生産拠点としての

役割」， グローバル戦略の一極としての役割」及

び「市場拠点としての役割」の重要性はそれぞれ

平均値4.0，3.9，3.6で比較的高く， 原材料・部

品調達拠点としての役割」の重要性は平均値2.9

で続いていた。 研究開発拠点としての役割」の

重要性は平均値1.9で比較的低かった。

(２) 中国事業が将来果たすべき役割

対象事業の全体から見て，中国に進出している

現地法人が将来果たすべき役割についても調査し

た（表24)。 生産拠点としての役割」， 市場拠点

としての役割」， 原材料・部品調達拠点としての

表21 中国進出の歴史の長さ

頻度(社) 割合(％)

３年未満 20 25.6

３年以上５年未満 11 14.1

５以上10年未満 12 15.4

10年以上 35 44.9

合計 78 100

不明 4

総合計 82

82総合計

4不明

10078合計

34.627遅い

34.627ほぼ同じ時期

30.824早い

割合(％)頻度(社)

表22 中国進出時期の早さ

表23 中国事業が現在果たしている役割の重要性

極めて

低い
低い 普通 高い

極めて

高い
合計 平均値 不明 総合計

生産拠点とし

ての役割

3

(3.9%)

5

(6.6%)

10

(13.2%)

31

(40.8%)

27

(35.5%)

76

(100%)
4.0 6 82

市場拠点とし

ての役割

5

(6.6%)

12

(15.8%)

13

(17.1%)

24

(31.6%)

22

(28.9%)

76

(100%)
3.6 6 82

原材料・部品

調達拠点とし

ての役割

8

(10.5%)

18

(23.7%)

25

(32.9%)

21

(27.6%)

4

(5.3%)

76

(100%)
2.9 6 82

研究開発拠点

としての役割

25

(32.9%)

37

(48.7%)

11

(14.5%)

2

(2.6%)

1

(1.3%)

76

(100%)
1.9 6 82

グローバル戦

略の一極とし

ての役割

1

(1.3%)

6

(8.0%)

10

(13.3%)

37

(49.3%)

21

(28.0%)

75

(100%)
3.9 7 82

＊ 極めて低い」を１， 低い」を２， 普通」を３， 高い」を４， 極めて高い」を５として算出。
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役割」， 研究開発拠点としての役割」， グローバ

ル戦略の一極としての役割」と５つの役割に分け

て，中国現地法人の将来の重要性について質問し

た。まず， 生産拠点としての役割」の重要性に

関しては， 極めて高い」と回答した企業は

49.3%で， 高い」と回答したのが33.3%であっ

た。両者を合わせると82.6%となる。８割以上の

回答企業にとっては，将来中国現地法人の生産拠

点としての役割が重要となることが分かる。

次に， 市場拠点としての役割」の重要性に関

しては， 極めて高い」と「高い」と回答した企

業はそれぞれ53.6%と30.4%であった。両者を合

わせると84%となる。これらの企業にとっては，

中国現地法人が市場拠点として将来果たすべき役

割は重要なものである。第３に， 原材料・部品調

達拠点としての役割」の重要性に関しては， 極

めて高い」(21.7%）と「高い」(29.0%）の回答

を合わせると50.7%となる。約半分の企業にとっ

ては，中国現地法人が原材料・部品調達拠点とし

て将来果たすべき役割は重要であることがわかる。

第４に， 研究開発拠点としての役割」の重要性

に関しては， 極めて高い」と「高い」の回答は

それぞれ5.8%，15.9%となった。両者の回答を

合わせると21.7%となる。将来，約５分の１の企

業にとっては，中国現地法人の研究開発拠点とし

ての役割は重要となってくることが窺える。一方，

低い」(15.9%）と「極めて低い」(24.6%）の

回答の合計は47.6%となる。第５に， グローバ

ル戦略の一極としての役割」の重要性に関しては，

極めて高い」(53.6%）と「高い」(31.9%）の

回答を合わせると，85.5%となる。ほとんどの中

国に進出している企業にとっては，中国現地法人

がグローバル戦略の一極として将来果たすべき役

割は重要なものであるといえよう。

生産拠点としての役割」， 市場拠点としての

役割」及び「グローバル戦略の一極としての役

割」の重要性は何れも平均値4.3で最も高く， 原

材料・部品調達拠点としての役割」の重要性は平

均値3.5で続き， 研究開発拠点としての役割」の

重要性は平均値2.7となっていた。これら役割の

何れも将来の重要性は現在（表23を参照）より高

く，中国事業展開の重要性が全面的に高くなるこ

とが窺える。

３．中国事業展開に対する評価

中国事業展開の目標を９項目に分類し，それぞ

れに対する満足の度合いを調査した（表25)。そ

れらの項目は， 利益の達成」， 中国国内市場の

開拓」， 生産効率の向上」， 製品品質の向上」，

製品コストの削減」， 技術・製品開発力の強化」，

購買合理化の推進」， 本社グローバル競争力の

向上」， 国際分業の推進」であった。

＊ 極めて低い」を１， 低い」を２， 普通」を３， 高い」を４， 極めて高い」を５として算出。

82134.3
69

(100%)

37

(53.6%)

22

(31.9%)

8

(11.6%)

1

(1.4%)

1

(1.4%)

グローバル戦

略の一極とし

ての役割

82132.7
69

(100%)

4

(5.8%)

11

(15.9%)

26

(37.7%)

17

(24.6%)

11

(15.9%)

研究開発拠点

としての役割

82133.5
69

(100%)

15

(21.7%)

20

(29.0%)

21

(30.4%)

8

(11.6%)

5

(7.2%)

原材料・部品

調達拠点とし

ての役割

82134.3
69

(100%)

37

(53.6%)

21

(30.4%)

5

(7.2%)

4

(5.8%)

2

(2.9%)

市場拠点とし

ての役割

82134.3
69

(100%)

34

(49.3%)

23

(33.3%)

8

(11.6%)

4

(5.8%)

0

(0.0%)

生産拠点とし

ての役割

総合計不明平均値合計
極めて

高い
高い普通低い

極めて

低い

表24 中国事業が将来果たすべき役割の重要性
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まず， 利益の達成」に対する評価は， 非常に

満足」と回答したのが11.0%で， 満足」と回答

したのが24.7%で，両者を合わせると35.7%とな

る。これに対して， 非常に不満足」と「不満足」

と回答したのがそれぞれ5.5%と35.6%であり，

合計して41.1%となる。即ち， 利益の達成」に

関しては，不満足と認識している企業は，満足と

認識している企業よりやや多いのが現状であろう。

第２に， 中国国内市場の開拓」に対する評価は，

満足」(20.0%）と「非常に満足」(7.1%）の合

計（27.1%）は「不満足」(40.0%）と「非常に

不満足」(4.3%）の合計（44.3%）を下回ってい

る。中国現地市場開拓の難しさが窺える。第３に，

生産効率の向上」に対する評価は， 満足」

(17.3%）と「非常に満足」(6.7%）の 合 計

（24%）は「不満足」(12.0%）と「非常に不満

足」(4.0%）の合計（16.0%）を上回って，全体

的にやや満足している状態を示している。

第４に， 製品品質の向上」に対する評価は，

満足」(26.0%）と「非常に満足」(6.8%）の合

計（32.8%）は， 不満足」(15.1%）と「非常に

不満足」(0.0%）の合計（15.1%）を遥かに上

回っていて，基本的に満足していることが分かる。

第５に， 製品コストの削減」に対する評価は，

満足」(24.3%）と「非常に満足」(8.1%）の合

計（32.4%）は「不満足」(23.0%）と「非常に

不満足」(0.0%）の合計（23.0%）を上回ってい

て，全体的に満足している認識を示している。第

６に， 技術・製品開発力の強化」に対する評価

は， 満足」(12.9%）と「非常に満足」(0.0%）

の合計（12.9%）は「不満足」(25.8%）と「非

常に不満足」(4.8%）の合計（30.6%）を下回っ

ていて，全体的に不満足という状況にあることが

分かる。第７に， 購買合理化の推進」に対する

評価は， 満足」(14.3%）と「非常に満足」

(0.0%）の合計（14.3%）は「不満足」(22.2%）

表25 中国事業展開に対する評価

非常に

不満足
不満足 普通 満足

非常に

満足
合計 平均値

該当

なし
不明

利益の達成
4

(5.5%)

26

(35.6%)

17

(23.3%)

18

(24.7%)

8

(11.0%)

73

(100%)
2.9 3 6

中国国内市

場の開拓

3

(4.3%)

28

(40.0%)

20

(28.6%)

14

(20.0%)

5

(7.1%)

70

(100%)
2.6 6 6

生産効率の

向上

3

(4.0%)

9

(12.0%)

45

(60.0%)

13

(17.3%)

5

(6.7%)

75

(100%)
3.1 1 6

製品品質の

向上

0

(0.0%)

11

(15.1%)

38

(52.1%)

19

(26.0%)

5

(6.8%)

73

(100%)
3.1 3 6

製品コスト

の削減

0

(0.0%)

17

(23.0%)

33

(44.6%)

18

(24.3%)

6

(8.1%)

74

(100%)
3.1 2 6

＊ 非常に不満足」を１， 不満足」を２， 普通」を３， 満足」を４， 非常に満足」を５として算出。

7122.9
63

(100%)

4

(6.3%)

25

(39.7%)

28

(44.4%)

6

(9.5%)

0

(0.0%)

国際分業の

推進

643.0
72

(100%)

4

(5.6%)

21

(29.2%)

32

(44.4%)

13

(18.1%)

2

(2.8%)

本社グロー

バル競争力

の向上

6132.4
63

(100%)

0

(0.0%)

9

(14.3%)

38

(60.3%)

14

(22.2%)

2

(3.2%)

購買合理化

の推進

7132.3
62

(100%)

0

(0.0%)

8

(12.9%)

35

(56.5%)

16

(25.8%)

3

(4.8%)

技術・製品

開発力の強

化

82

82

82

82

82

82

82

82

82

総合計
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と「非常に不満足」(3.2%）の合計（25.4%）を

下回り，全体的に不満足という認識を示している。

第８に， 本社グローバル競争力の向上」に対す

る評価は， 満足」(29.2%）と「非常に満足」

(5.6%）の合計（34.8%）は「不満足」(18.1%）

と「非常に不満足」(2.8%）の合計（20.9%）を

上回っていて，全体的に満足している状態にある。

第９に， 国際分業の推進」に対する評価は， 満

足」(39.7%）と「非常に満足」(6.3%）の合計

（46%）は「不満足」(9.5%）と「非常に不満足」

(0.0%）の合計（9.5%）を遥かに上回っていて，

全体的に満足していることを示している。

生産効率の向上」， 製品品質の向上」及び

「製品コストの削減」は何れも平均値3.1でやや満

足の状態であった。 本社グローバル競争力の向

上」(平均値3.0)， 国際分業の推進」(平均値

2.9）及び「利益の達成」(平均値2.9）が続いて

いた。 中国国内市場の開拓」(平均値2.6)， 購

買合理化の推進」(平均値2.4）及び「技術・製品

開発力の強化」（平均値2.3）に関しては，あま

り満足していなかった。

４．中国事業展開が日本国内事業に及ぼした影響

中国での事業展開が日本国内事業に及ぼした影

響を， 日本国内での生産品目」， 日本国内での

生産規模」， 日本国内での人員」， 日本国内での

工場」と４つの項目の変化に分けて調査した（表

26)。 日本国内での生産品目」の変化に関しては，

変化なし」と回答した企業が半分以上を占め

（52.6%)， やや削減」と回答した企業が24.4%

で， 削減」と回答した企業が16.7%で， 大幅な

削減」が6.4%であった。 日本国内での生産規

模」の変化に関しても同様の傾向が見られる。

変化なし」， やや削減」， 削減」， 大幅な削減」

と回答した会社はそれぞれ51.9%，20.8%，

19.5%，14.3%，7.8%であった。 日本国内での

人員」の変化に関しては， 変化なし」と回答し

た企業が63.6%， やや削減」， 削減」， 大幅な

削減」は19.5%，14.3%，2.6%の順となった。

日本国内での工場」の変化に関しては， 変化な

し」と回答した企業が約８割（77.9%）を占め，

やや削減」と「削減」はそれぞれ10.4%と

11.7%で， 大幅な削減」は行われていなかった

ようである。中国での事業展開が日本国内事業の

生産品目，生産規模，人員および工場に及ぼした

影響を総合して見ると，あまり影響を与えていな

い企業が過半数を占め，大幅な削減を行った企業

も稀であり， やや削減」や「削減」を行った企

業がかなりあった。

日本国内での工場」に関しては，平均値3.7で

あまり影響を与えていなかった。 日本国内での

人員」(平均値3.4)， 日本国内での生産品目」

(平均値3.2）及び「日本国内での生産規模」(平

均値3.2）に及ぼした影響も，全体的に「やや削

減」の程度にも届かず小さかった。

５．日本国内事業と中国現地法人との業務分担

日本国内事業と中国現地法人との業務分担につ

いては，６つの項目に分けて調査した（表27)。

次世代新製品の研究・開発」， コア技術に関する

表26 中国事業展開が日本国内事業に及ぼした影響

大幅な

削減
削減

やや

削減
変化なし 合計 平均値 不明 総合計

日本国内での生産品目
5

(6.4%)

13

(16.7%)

19

(24.4%)

41

(52.6%)

78

(100%)
3.2 4 82

日本国内での生産規模
6

(7.8%)

15

(19.5%)

16

(20.8%)

40

(51.9%)

77

(100%)
3.2 5 82

日本国内での人員
2

(2.6%)

11

(14.3%)

15

(19.5%)

49

(63.6%)

77

(100%)
3.4 5 82

日本国内での工場
0

(0.0%)

9

(11.7%)

8

(10.4%)

60

(77.9%)

77

(100%)
3.7 5 82

＊ 大幅な削減」を１， 削減」を２， やや削減」を３， 変化なし」を４として算出。
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研究・開発」， グローバル市場に適応する製品開

発」， 生産企画の原案策定」， コア技術を用いた

製品・商品の生産」及び「中国市場に適応する製

品開発」はそれぞれ平均値1.4，1.5，1.9，2.4，

2.6，2.7で，日本国内事業と中国現地法人との業

務分担は基本的に日本で行われることが窺える。

まず， 生産企画の原案策定」に関しては， 専

ら日本で行う」と回答した企業が30.3%， 主に

日本で行う」と回答した企業が32.9%で，両者を

合わせると63.2%となった。これに対して， 専

ら中国で行う」と「主に中国で行う」という回答

がそれぞれ9.2%と15.8%で，合計25%であった。

第２に， コア技術を用いた製品・商品の生産」

に関しても同じ傾向が見られる。 専ら日本で行

う」と「主に日本で行う」の回答がそれぞれ

23.7%，27.6%で，合計51.3%となった。これに

対して， 専ら中国で行う」と「主に中国で行う」

という回答がそれぞれ7.9%と18.4%で，合計

26.3%であった。

第３に， コア技術に関する研究・開発」に関し

ては， 専ら日本で行う」と回答した企業が

57.9%で， 主に日本で行う」と回答した企業が

32.9%で，両者を合わせると90.8%となった。

コア技術に関する研究・開発」は主に日本で行わ

れることが示される。第４に， 次世代新製品の

研究・開発」に関しても，同様な傾向が見られる。

専ら日本で行う」と「主に日本で行う」という

回答がそれぞれ69.7%，23.7%で，両者を合わせ

ると93.4%となった。第５に， 中国市場に適応

する製品開発」に関しては， 専ら日本で行う」

(17.1%）と「主に日本で行う」(32.9%）の合計

が50%に対して， 専ら中国で行う」(10.5%）と

「主に中国で行う」(14.5%）という回答の合計は

25%となった。第６に， グローバル市場に適応

する製品開発」に関しては， 専ら日本で行う」

(39.5%）と「主に日本で行う」(42.1%）の合計

が81.6%に対して， 専ら中国で行う」(1.3%）

と「主に中国で行う」(3.9%）という回答の合計

は僅か5.2%となった。生産企画と研究開発にお

ける日本国内事業と中国現地法人との業務分担を

総合的に見ると，基本的に日本で行われることが

窺える。

表27 日本国内と中国現地法人との業務分担

専ら日本

で行う

主に日本

で行う

日中半々

で行う

主に中国

で行う

専ら中国

で行う
合計 平均値 不明 総合計

生産企画の原案

策定

23

(30.3%)

25

(32.9%)

9

(11.8%)

12

(15.8%)

7

(9.2%)

76

(100%)
2.4 6 82

コア技術を用い

た製品・商品の

生産

18

(23.7%)

21

(27.6%)

17

(22.4%)

14

(18.4%)

6

(7.9%)

76

(100%)
2.6 6 82

コア技術に関す

る研究・開発

44

(57.9%)

25

(32.9%)

6

(7.9%)

0

(0.0%)

1

(1.3%)

76

(100%)
1.5 6 82

次世代新製品の

研究・開発

53

(69.7%)

18

(23.7%)

3

(3.9%)

1

(1.3%)

1

(1.3%)

76

(100%)
1.4 6 82

中国市場に適応

する製品開発

13

(17.1%)

25

(32.9%)

19

(25.0%)

11

(14.5%)

8

(10.5%)

76

(100%)
2.7 6 82

＊ 専ら日本で行う」を１， 主に日本で行う」を２， 日中半々で行う」を３， 主に中国で行う」を４， 専ら中

国で行う」を５として算出。

8261.9
76

(100%)

1

(1.3%)

3

(3.9%)

10

(13.2%)

32

(42.1%)

30

(39.5%)

グローバル市場

に適応する製品

開発

事業再構築に関するアンケート調査結果 131



６．原材料・部品の調達状況

(１) 中国の対象事業における各調達先との取

引傾向

中国での対象事業における各調達先， 中国の

自社工場」， 現地サプライヤー」， 日系サプライ

ヤー」， 外資系サプライヤー（欧米・韓国等)」，

日本からの輸入」との部材取引の縮小・拡大傾向

について質問した（表28)。 中国の自社工場」と

の取引が「やや拡大」している企業が42社

（60.0%)， 現地サプライヤー」との取引が「や

や拡大」している企業が38社（51.4%）というこ

とから，現地での調達が拡大傾向にあることがわ

かる。また「日系サプライヤー」は， 変わらな

い」が45社（61.6%)， 外資系サプライヤー（欧

米・韓国等)」は「変わらない」が53社（72.6%）

となっており，依然として重要な調達先であると

思われる。 日本からの輸入」が「やや縮小」し

ている企業が26社（35.１%）であり，とりわけ

中国の自社工場，現地サプライヤーからの調達が

拡大傾向にあり，その一方で， 日本からの輸入」

はより縮小傾向にあることが明らかとなった。ま

た，各項目の平均値から見ても， 中国の自社工

場」(平均値3.3)， 現地サプライヤー」(平均値

3.5)， 日系サプライヤー」(平均値3.3）は比較

的高い値を示しており，現地調達状況はやや拡大

傾向にある。これに対し， 外資系サプライヤー

（欧米・韓国等)」(平均値2.1）と， 日本からの輸

入」(平均値2.7）は，比較的低い値であることか

らやや縮小傾向にあることがわかる。

(２) 中国での部材の購買における問題点

以下の表29の左に示してある「問題とされる項

目」は，中国の部材の購買における問題点につい

ての複数回答の集計であり，表の右側は「最も問

題とされる項目」として１つを選択してもらった

集計結果である。複数回答において，最も多かっ

た項目は， 品質が一定ではない（不良品率が高

い)」であり，57社（77.0%）であった。次に多

かった項目は， サプライヤーへの技術および情

報漏洩」の29社（39.1%）であり，今後は知的財

産権などの法的手段あるいはサプライヤーとの協

調関係の構築など更なる対応が求められる。また，

新規サプライヤー開拓での情報不足」について

は，27社（36.5%）と高く，より望ましいサプラ

イヤーを探索する上であらゆる手段を利用した情

報収集が必要であると思われる。また，購買にお

ける最も問題な点は，やはり「品質が一定ではな

い（不良品率が高い)」で32社（66.7％）という

結果であった。

７．中国現地生産法人の経営状況

対象事業の中国現地法人のうち，最も生産規模

の大きいものを１つ選んで，その出資者，意思決

定および経営状況について調査した。

表28 中国の当該事業における各調達先との取引傾向

縮小傾向 やや縮小
変わら

ない
やや拡大 拡大傾向 合計 平均値 不明 総合計

中国の自社工

場

1

(1.4%)

1

(1.4%)

43

(61.4%)

42

(60.0%)

3

(4.3%)

70

(100%)
3.3 12 82

現地サプライ

ヤー

0

(0.0%)

3

(4.1%)

31

(41.9%)

38

(51.4%)

2

(2.7%)

74

(100%)
3.5 8 82

日系サプライ

ヤー

0

(0.0%)

3

(4.1%)

45

(61.6%)

24

(32.9%)

1

(1.4%)

73

(100%)
3.3 9 82

外資系サプラ

イヤー（欧米

・韓国等)

1

(1.4%)

4

(5.5%)

53

(72.6%)

15

(20.5%)

0

(0.0%)

73

(100%)
2.1 9 82

日本からの

輸入

3

(2.7%)

26

(35.1%)

37

(50.0%)

8

(10.8%)

0

(0.0%)

74

(100%)
2.7 8 82

＊ 縮小傾向」を１， やや縮小」を２， 変わらない」を３， やや拡大」を４， 拡大傾向」を５として算出。
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(１) 中国現地法人の出資者

74社の中国現地法人の内，それぞれの資本金の

70%以上が日本本社によって出資された法人が41

社，グループ会社によって出資された法人が７社，

中国現地企業によって出資された法人が２社で

あった（表30)。資本金の過半数が日本本社に

よって出資された法人が49社，グループ会社に

よって出資された法人が８社，中国現地企業に

よって出資された法人が５社であった。このこと

から，主に日本本社とグループ会社に出資されて

いることが窺える。

(２) 中国現地法人の意思決定

中国現地法人における13項目の意思決定をする

際に，それぞれの主たる意思決定者が日本本社の

マネジャー，中国の日本人マネジャーおよび中国

人マネジャーの誰であるかについて調査した（表

31)。

まず， 利益の処分」に対する主たる意思決定

者が「日本にあるグループ本社」(64.9%)， 日

本にある事業部（子会社)」(18.2%)， 中国統括

会社」(9.1%)， 現地法人の日本人幹部」

(5.2%）と「現地法人の中国人幹部」(2.6%）の

表29 中国における購買の問題点

問題とされる項目 最も問題とされる項目

頻度(割合)＊1

(複数回答)

頻度(割合)＊2

サプライヤーへの技術および情報漏洩 29(39.1%) 5(10.4％)

日系サプライヤーの部品・材料のコスト高 16(21.6%) 3 (6.3％)

各工場ごとの購買によるコスト高 5 (6.8%) 0 (0.0％)

納期の遅延 26(35.1%) 4 (8.3％)

品質が一定ではない(不良品率が高い) 57(77.0%) 32(66.7％)

新規サプライヤー開拓での情報不足 27(36.5%) 2 (4.2%)

現地人の調達バイヤーが育たない 10(13.5%) 1 (2.1%)

緊急事態に陥った時に現地サプライヤーが対応できない 22(29.7%) 1 (2.1%)

現地サプライヤーに，供給責任の意識がない 16(21.6%) 0 (0.0％)

合計 74 (100%) 48 (100%)

無回答 8 34

総合計 82 82

＊１ 無回答を除く74社を母数にした割合

＊２ 無回答を除く48社を母数にした割合

表30 当該中国現地法人の出資者

本社出資 グループ会社出資 他の外資系企業出資 中国現地企業出資

30%未満 10(13.5%) 65(87.8%) 70(94.6%) 55(74.3%)

30～50％未満 12(16.2%) 1 (1.4%) 3 (4.1%) 8(10.8%)

50% 3 (4.1%) 0 (0.0%) 1 (1.4%) 6 (8.1%)

50超過70%未満 8(10.8%) 1 (1.4%) 0 (0.0%) 3 (4.1%)

70%以上 41(55.4%) 7 (9.5%) 0 (0.0%) 2 (2.7%)

合計 74 (100%) 74 (100%) 74 (100%) 74 (100%)

不明 8 8 8 8

総合計 82 82 82 82
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順となった。次に， 上級管理者の配置」に対す

る主たる意思決定者は下記の順である： 日本に

あるグループ本社」(51.9%)， 日本にある事業

部（子会社)」(24.7%)， 現地法人の日本人幹

部」(15.6%)， 中国統括会社」(5.2%)と「現地

法人の中国人幹部」(2.6%)。

第３に， 戦略的な方向性」に対する主たる意

思決定者は下記の順である： 日本にあるグルー

プ本社」(49.4%)， 日本にある事業部（子会

社)」(24.7%)， 現地法人の日本人幹部」

(15.6%)， 中国統括会社」(9.1%）と「現地法

人の中国人幹部」(1.3%)。第４に， 製品価格」

に対する主たる意思決定者は下記の順である：

日本にある事業部（子会社)」(28.0%)， 現地

法人の日本人幹部」(28.0%)， 日本にあるグ

ループ 本 社」(20.0%)， 中 国 統 括 会 社」

(12.0%)と「現地法人の中国人幹部」(12.0%)。

第５に， 報酬政策」に対する主たる意思決定者

8254.2
77

(100%)

30

(39.0%)

34

(44.2%)

8

(10.4%)

5

(6.5%)

0

(0.0%)
作業管理

品質管理
6

(7.9%)

8

(10.5%)

8

(10.5%)

44

(57.9%)

10

(13.2%)

76

(100%)
3.6 6 82

8282.0
74

(100%)

3

(4.1%)

11

(14.9%)

4

(5.4%)

19

(25.7%)

37

(50.0%)
商品の研究開発

8262.1
76

(100%)

1

(1.3%)

16

(21.1%)

5

(6.6%)

23

(30.3%)

31

(40.8%)

技術の導入及び

開発

8263.4
76

(100%)

15

(19.7%)

31

(40.8%)

12

(15.8%)

9

(11.8%)

9

(11.8%)
販売と流通

8273.5
75

(100%)

13

(17.3%)

34

(45.3%)

9

(12.0%)

14

(18.7%)

5

(6.7%)
生産計画

8273.3
75

(100%)

10

(13.3%)

32

(42.7%)

9

(12.0%)

15

(20.0%)

9

(12.0%)
購買政策

表31 中国現地法人の意思決定

日本にあ

るグルー

プ本社

日本にあ

る事業部

(子会社)

中国統括

会社

現地法人

の日本人

幹部

現地法人

の中国人

幹部

合計 平均値 不明 総合計

利益の処分
50

(64.9%)

14

(18.2%)

7

(9.1%)

4

(5.2%)

2

(2.6%)

77

(100%)
1.6 5 82

上級管理者の配

置

40

(51.9%)

19

(24.7%)

4

(5.2%)

12

(15.6%)

2

(2.6%)

77

(100%)
1.9 5 82

戦略的な方向性
38

(49.4%)

19

(24.7%)

7

(9.1%)

12

(15.6%)

1

(1.3%)

77

(100%)
1.9 5 82

製品価格
15

(20.0%)

21

(28.0%)

9

(12.0%)

21

(28.0%)

9

(12.0%)

75

(100%)
2.8 7 82

報酬政策
21

(27.3%)

7

(9.1%)

10

(13.0%)

31

(40.3%)

8

(10.4%)

77

(100%)
3.0 5 82

＊ 日本にあるグループ本社」を１， 日本にある事業部（子会社)」を２， 中国統括会社」を３， 現地法人の日

本人幹部」を４， 現地法人の中国人幹部」を５として算出。

8262.5
76

(100%)

6

(7.9%)

21

(27.6%)

10

(13.2%)

8

(10.5%)

31

(40.8%)

財務コントロー

ル
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は下記の順である： 現地法人の日本人幹部」

(40.3%)， 日本にあるグループ本社」(27.3%)，

中国統括会社」(13.0%)， 現地法人の中国人幹

部」(10.4%）と「日本にある事業部（子会社)」

(9.1%)。

第６に， 財務コントロール」に対する主たる

意思決定者は下記の順である： 日本にあるグ

ループ本社」(40.8%)， 現地法人の日本人幹部」

(27.6%)， 中国統括会社」(13.2%)， 日本にあ

る事業部(子会社)」(10.5%）と「現地法人の中

国人幹部」(7.9%)。第７に， 購買政策」に対す

る主たる意思決定者は下記の順である： 現地法

人の日本人幹部」(42.7%)， 日本にある事業部

(子会社)」(20.0%)， 現地法人の中国人幹部」

(13.3%)， 日本にあるグループ本社」(12.0%)

と「中国統括会社」(12.0%)。第８に， 生産計

画」に対する主たる意思決定者は下記の順であ

る： 現地法人の日本人幹部」(45.3%)， 日本に

ある事業部（子会社)」(18.7%)， 現地法人の中

国人幹部」(17.3%)， 中国統括会社」(12.0%)

と「日本にあるグループ本社」(6.7%)。

第９に， 販売と流通」に対する主たる意思決

定者は下記の順である： 現地法人の日本人幹部」

(40.8%)， 現地法人の中国人幹部」(19.7%)，

中国統括会社」(15.8%)， 日本にあるグループ

本社」(11.8%）と「日本にある事業部（子会

社)」(11.8%)。第10に， 技術の導入及び開発」

に対する主たる意思決定者は下記の順である：

日本にあるグループ本社」(40.8%)， 日本にあ

る事業部（子会社)」(30.3%)， 現地法人の日本

人幹部」(21.1%)， 中国統括会社」(6.6%）と

「現地法人の中国人幹部」(1.3%)。第11に， 商

品の研究開発」に対する主たる意思決定者は下記

の順である： 日本にあるグループ本社」

(50.0%)， 日本にある事業部（子会社)」

(25.7%)， 現地法人の日本人幹部」(14.9%)，

中国統括会社」(5.4%）と「現地法人の中国人

幹部」(4.1%)。

第12に， 品質管理」に対する主たる意思決定

者は下記の順である： 現地法人の日本人幹部」

(57.9%)， 現地法人の中国人幹部」(13.2%)，

中国統括会社」(10.5%)， 日本にある事業部

（子会社)」(10.5%）と「日本にあるグループ本

社」(7.9%)。第13に， 作業管理」に対する主た

る意思決定者は下記の順である： 現地法人の日

本人幹部」(44.2%)， 現地法人の中国人幹部」

(39.0%)， 中国統括会社」(10.4%)， 日本にあ

る事業部（子会社)」(6.5%)。

中国現地生産法人における「利益の処分」， 上

級管理者の配置」， 戦略的な方向性」， 商品の研

究開発」， 技術の導入及び開発」， 財務コント

ロール」という戦略的項目は平均値がそれぞれ

1.6，1.9，1.9，2.0，2.1，2.5であり，その意思

決定が主に日本にあるグループ本社ないし事業部

（子会社）によって行われることが窺える。一方，

作業管理」， 品質管理」， 生産計画」， 販売と

流通」， 購買政策」， 報酬政策」， 製品価格」の

ような操業レベルの項目は平均値がそれぞれ4.2，

3.6，3.5，3.4，3.3，3.0，2.8で，その意思決定

が主に現地法人の日本人幹部ないし中国人幹部に

よって行われる傾向が見られる。

(３) 当該事業の中国現地法人の経営状況

中国現地法人の経営状況を調査した結果による

と， 日本からの技術移転の度合」は「非常に高

い」と「高い」比率を合わせると，61.8％でかな

り進んでいることがわかる（表32)。 管理者の現

地化の度合」は「非常に高い」と「高い」比率を

合わせると39％であり，着実に現地化が進んでい

ることが推測される。 日本的経営の移転の度合」

は「非常に高い」と「高い」比率を合わせると

32.8％であって，日本の管理者が日本的経営を引

きずっていることが窺える。 中国人社員のモ

ラール」は「非常に高い」と「高い」比率を合わ

せると45.5％になり，モラールが高いことがわか

る。これは，一般的に中国国営企業より日系企業

の給料が高く，将来の安定が確保されていること

の表れであると思われる。さらに「中国人社員の

会社への忠誠心」は， 非常に高い」と「高い」

比率を合わせると28.6%になり，それほど高くな

い。会社への忠誠心はあまり高くないということ

が示された結果となった。最後に，当該現地法人

の目標の達成度を見ると， 非常に高い」と「高

い」の比率を合わせると45.4％になり，ある程度

満足しているものの経営課題も多く残されている

ことが推測される。

現地状況の平均値を見ると， 日本からの技術
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移転の度合」が3.8でやや高い状態であった。 中

国人社員のモラール」(平均値3.3)， 当該現地法

人の目標の達成度」(平均値3.2)， 管理者の現地

化の度合」(平均値3.1)， 日本的経営の移転の度

合」(平均値3.1）及び「中国人社員の会社への忠

誠心」(平均値3.0）が続いていた。

李 新建［東洋学園大学専任講師］

申 美花［慶應義塾大学商学博士］

野坂美穂［慶應義塾大学大学院商学研究科博士課

程］
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当該現地法人の

目標の達成度

3

(3.9%)

8

(10.4%)

31

(40.2%)

31

(40.2%)

4

(5.2%)

77

(100%)
3.2 5 82

＊ 非常に低い」を１， 低い」を２， どちらとも言えない」を３， 高い」を４， 非常に高い」を５として算出。

8253
77

(100%)

3

(3.9%)

19

(24.7%)

38

(49.3%)

14

(18.2%)

3

(3.9%)

中国人社員の

会社への忠誠心

8253.3
77

(100%)

7

(9.1%)

28

(36.4%)

32

(41.5%)

8

(10.4%)

2

(2.6%)

中国人社員の

モラール

8263.1
76

(100%)

3

(3.9%)

22

(28.9%)

37

(48.7%)

11

(14.5%)

3

(3.9%)

日本的経営の

移転の度合

8253.1
77

(100%)

9

(11.7%)

21

(27.3%)

29

(37.6%)

14

(18.2%)

4

(5.2%)

管理者の現地化

の度合

8263.8
76

(100%)

13

(17.1%)

34

(44.7%)

23

(30.3%)

2

(2.6%)

4

(5.3%)

日本からの技術

移転の度合

総合計不明平均値合計
非常に

高い
高い

どちらとも

言えない
低い

非常に

低い

表32 中国現地法人の経営状況
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